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項目 回答 Ｎ ％
性別 男性 29 78.4
女性 8 21.6
年齢 30代 3 8.1



















項目 回答 Ｎ ％
受任経験 あり 34 91.9
なし 3 8.1
計 37 100.0
受任件数 １～５件 16 47.1






受任形態 個人単独 187 96.4




























意に多い（高齢者「健康面の変化」χ2 ⑴＝12.50、p＜.01、同「経済状況の変化χ2 ⑴ =12.50、p＜
.01、同「転居」χ2 ⑴＝6.125、p＜.05、知的・精神障害者「健康面の変化」χ2 ⑴＝9.00、p＜.01、同










有無 度数 ％ 度数 ％
被成年後見人に生じうる事項 健康面の変化 ある 26 76.5 20 58.5
ない 6 17.6 5 14.7
無回答 2 5.9 9 26.5
経済状況の変化 ある 26 76.5 21 61.8
ない 6 17.6 4 11.8
無回答 2 5.9 9 26.5
転居（転院・転所） ある 23 67.6 21 61.8
ない 9 26.5 4 11.8
無回答 2 5.9 9 26.5
成年後見人に生じうる事項 健康面の変化 ある 22 64.7 17 50.0
ない 12 35.3 8 23.5
無回答 0 0.0 9 26.5
不慮の事故（災害含む） ある 31 91.2 23 67.6
ない 3 8.8 2 5.9
無回答 0 0.0 9 26.5
遠隔地への移動（出張・旅行） ある 16 47.1 16 47.1
ない 17 50.0 9 26.5
無回答 1 2.9 9 26.5
転居 ある 8 23.5 9 26.5
ない 25 73.6 16 47.1
無回答 1 2.9 9 26.5
私生活に対する制約 ある 21 61.8 18 52.9
ない 12 35.3 7 20.6





心配の有無 ある ない 計 ある ない 計
健康面の変化 観測度数 26 6 32 20 5 25
期待度数 16.0 16.0 12.5 12.5
残差 10.0 －10.0 7.5 －7.5
χ2 値（df＝１） 12.500 9.000
p 値 .000** .003**
経済状況の変化 観測度数 26 6 32 21 4 25
期待度数 16.0 16.0 12.5 12.5
残差 10.0 －10.0 8.5 －8.5
χ2値（df ＝１） 12.500 11.560
p 値 .000** .001**
転居 観測度数 23 9 32 21 4 25
（転院・転所含む） 期待度数 16.0 16.0 12.5 12.5
残差 7.0 －7.0 8.5 －8.5
χ2値（df ＝１） 6.125 11.560




心配の有無 ある ない 計 ある ない 計
健康面の変化 観測度数 22 12 34 17 8 25
期待度数 17.0 17.0 12.5 12.5
残差 5.0 －5.0 4.5 －4.5
χ2 値（df＝１） 2.941 3.240
p 値 .086 .072
不慮の事故 観測度数 31 3 34 23 2 25
（災害含む） 期待度数 17.0 17.0 12.5 12.5
残差 14.0 －14.0 10.5 －10.5
χ2 値（df＝１） 23.059 17.640
p 値 .000** .000**
遠隔地への移動 観測度数 16 17 33 16 9 25
（出張・旅行） 期待度数 16.5 16.5 12.5 12.5
残差 －0.5 0.5 3.5 －3.5
χ2 値（df＝１） 0.030 1.960
p 値 .862 .162
転居 観測度数 8 25 33 9 16 25
期待度数 16.5 16.5 12.5 12.5
残差 －8.5 8.5 －3.5 3.5
χ2 値（df＝１） 8.758 1.960
p 値 .003** .162
私生活に対する制約 観測度数 21 12 33 18 7
期待度数 16.5 16.5 12.5 12.5 25
残差 4.5 －4.5 5.5 －5.5
χ2 値（df＝１） 2.455 4.840















































































































































































項目 回答 Ｎ ％
受任の有無 あり 10 29.4
なし 24 70.6
計 34 100
受任件数 高齢者 79 70.5
（複数回答） 知的・精神障害者 33 29.5
計 112 100
受任形態 法人単独 112 100




担当者の定め あり 7 70
なし 3 30
計 10 100











担当者の交代の有無 あり 7 100
（担当者の定めがある場合） なし 0 0
計 7 100
組織内での情報共有の有無 あり 6 85.7
（担当者の定めがある場合） なし 1 14.3
計 7 100
⒝　継続的・長期的業務を確保するための取り組み
　表９は、各社会福祉協議会が、継続的・長期的業務を確保するために取り組んでいる内容に関す
る記述回答の結果である。この質問項目に対しては、12の社会福祉協議会から回答を得た。
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表９　継続的・長期的業務を確保するための対応（記述回答）
Ａ
・継続的・長期的業務の確保を必ずしも意識していない。
・法人後見担当職員が課長含め５人おり、人事異動で全員が同時に当課から移ることはない。
・定期的にケース報告や確認を行っており、イレギュラーな活動を強いられていたり、本人
の状況に大きな変化が起きている時は、概要を課内全員で把握している。
・詳細なケース記録を作成しており、結果的に人事異動時にも引き継ぎが可能となっている。
Ｂ
・本会内に専門の係を設置し、担当職員および主に相談や金銭管理を行う専門員を配置し対応。
・被後見人等の身上監護は、行政やサービス提供担当者とネットワークを形成しながら、チ
ームでアプローチしている。
・専門の金庫と貸金庫を活用し、財産管理に万全の体制で臨んでいる。賠償保険に加入して
万が一の損害賠償に備えている。
・報酬付与審判を申し立て、運営費として活用。報酬が払えない被後見人等は行政の成年後
見制度利用支援事業を活用する予定。
Ｃ
・事業スタート前ではあるが、社会福祉士等専門職を配置し、継続的・長期的業務につき専
門性をもって対応できる体制としている。
Ｄ
・未実施だが、担当者を複数にすること、支援経過記録等、ファイリングに注意したい。
・担当外への職員に対し後見業務の理解を図る。
Ｅ ・特別な対応はない。社会福祉協議会係内の業務の一環として行っている。
Ｆ ・中期的な事業継続を目的とし、偏りのない年齢層の職員の育成に努めている。
Ｇ ・予算の確保　・ネットワークの強化　・記録の徹底　・引き継ぎ
Ｈ ・後見事業に対応可能な職員を複数養成しておくことが必要。
Ｉ ・他機関、他職種との連携。
Ｊ
・成年後見に関する相談窓口を設け、初めて後見制度の利用を希望する方や継続的に利用し
ている方の相談対応を行っている。
Ｋ ・地域包括支援センターを受託しており、その立場から高齢者に関する相談等を受けている。
Ｌ
・未実施のため具体的対応はしていないが、成年後見に繋がると思われるケースは、日常生
活自立支援事業の中の支援として制度説明や書類の支援を家族に行っている。
　上述の継続的・長期的業務を確保するための対応に対する回答内容のうち、既に成年後見人を受任
したことのある法人の回答からカテゴリーを抽出した。その結果、各社会福祉協議会が継続的・長期
的業務を確保するために行っている事項として、以下の４つのカテゴリーを抽出することができる。
①　複数担当者によるチーム対応
Ａ「全員が同時に当課から移ることはない」、Ｂ「チームでアプローチしている」、Ｄ「担当者を
複数にすること」、Ｆ「偏りのない年齢層の職員の育成」、Ｈ「対応可能な職員を複数養成」
②　専門的対応（専門性）
Ｂ「専門の係の設置」「主に相談や金銭管理を行う専門員を配置」「専門の金庫と貸金庫を活用」、
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Ｃ「社会福祉士等の専門職を配置」「専門性をもって対応できる体制」
③　記録の完備・引き継ぎ
Ａ「詳細なケース記録を作成しており」「結果的に人事異動時に引き継ぎが可能」、Ｄ「支援経過
記録等、ファイリングに注意したい」、Ｇ「記録の徹底」「引き継ぎ」
④　連携・ネットワーク
Ｂ「行政やサービス提供担当者とネットワークを形成しながら」、Ｇ「ネットワークの強化」、Ｉ
「他機関、他職種との連携」
⑺　考　察
　先行研究および先行調査では、法人後見において支援の継続性をどのように確保しているのかは
調査されておらず、この点は明らかにされていなかった。これに対し、本稿においては、現在の社
会福祉協議会による継続性確保の主なあり方として、①複数担当者によるチーム対応、②専門的対
応、③記録の完備・引き継ぎ、④連携・ネットワークの４つのカテゴリーが抽出された。これらの
事項は、成年後見事務の継続性確保のために、成年後見人には職業的、専門的かつ組織的な対応が
必要とされていることを示唆するものといえよう。高齢者に関しては、平均余命の伸長とライフス
タイルの多様化に伴い、長期化する高齢期を支援する体制作りと、財産管理および身上監護におけ
る専門的な判断が求められる。先述の専門職後見人に対する調査においては、成年後見事務の継続
性の確保に問題がありうることがわかった。被成年後見人に生じうる事項については、被成年後見
人が高齢者である場合と知的・精神障害者である場合を問わず、「健康面の変化」「経済状況の変化」
「転居」の全ての項目において心配であるとの回答が有意に多かった。また、成年後見人に生じうる
事項においては、「不慮の事故」について「心配である」との回答が、高齢者の場合と知的・精神障
害者の場合の両方において有意に多く、「私生活に対する制約」は、知的・精神障害者の場合に有意
に多かった。これらの事項のうち、特に、成年後見人に生じうる事項に関しては、法人後見によれ
ば、「複数担当者によるチーム対応」により問題を軽減することができよう。また、成年後見人に生
じうる事項は、それぞれの事項の変化により、入院または入所地が遠方になることによって、支援
に支障が生じることが考えられた。これに関して、「複数担当者によるチーム対応」により全てに対
応できるとは必ずしも言えないものの、担当者が複数であることにより、各自の負担は軽減するこ
とが可能であると考えられる。負担の軽減は、先行研究において法人後見のメリットとして指摘さ
れていた点でもある。また、「記録の完備・引き継ぎ」は、担当者が不在である場合または担当者が
交代した場合であっても、チーム対応が可能となるための基礎をなすといえよう。
　また、法人後見においては、「専門的対応」がカテゴリーとして抽出された。専門職後見人の場
合、それぞれの専門職が有する専門性を前提とし、または、専門的知識に基づく対応をするもので
ある。これに対し、法人後見における専門的対応には、専従的に業務を行う点も含まれることから、
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いわゆる専門職後見人の専門性と必ずしも同様なものとはいえないものの、「社会福祉士等の専門職
を配置」ともされており、成年後見業務における専門性が意識されていることがわかる。先行研究
によれば、永続性による継続的・長期的業務の可能性やノウ・ハウの蓄積が可能であることが法人
後見のメリットであるとされていた。しかし、それに加え、成年後見事務の継続性を確保するため
に、上述のようなノウ・ハウの蓄積の可能性にとどまらない職業的、専門的な対応を可能としてい
ることが、法人後見のメリットであると解することができよう。
　「連携・ネットワーク」は、社会福祉協議会が他機関と協働することを意識していることの表れと
いえよう。それにより、成年後見による支援を他機関と一体的に提供しようとしているものと考え
られる。成年後見制度における成年後見人は、認知症高齢者の意思決定を支援するものであり、身
上監護における意思決定は日常生活事項を対象とする。そのため、認知症高齢者の生活を取り巻く
事項に関与している各種の機関と連携することが必要となっていることの表れであろう。その際、
他機関は法人組織によるものと考えられる。法人後見による場合には、個人としてではなく、法人
として組織的に他の法人組織と連携することが可能となり、個人の資質の範囲を超えた対応および
連携を図ることができるものと考えられる。
　以上の検討からすれば、上記においてカテゴリーとして抽出された４つの事項は、成年後見事務
の適正化と被成年後見人の支援の充実に資することができるものであると考えられる。先行研究に
おいては、法人後見の役割を例外的なものと捉える見解がある。しかしながら、認知症高齢者の増
加および独居高齢者の増加などを原因として、成年後見制度の利用に対するニーズが拡大していく
なか、職業的、専門的かつ組織的な対応によって支援の継続性の確保を図ることができる法人後見
には積極的な役割があると考えられる。
５．法人後見の果たすべき役割
⑴　法人後見の役割―先行研究との関係
　以上において検討してきたことに関し、本稿において明らかになったことを先行研究との関係に
おいて整理し、本稿が有する独自性および従来の研究に付加することができた部分を確認する。
　成年後見事務の継続性に関する先行研究においては、知的障害者に対する成年後見の場合に関し、
成年後見事務の継続性が確保されているとはいえない状況にあるとの指摘自体はなされていた。し
かし、成年後見事務の継続性について、介護保険法におけるような高齢期の生活の継続性を確保す
るためのサービス体制の構築といった視点からの研究は必ずしも十分にはなされてこなかった。ま
た、成年後見事務の継続性に関して、実際の成年後見人の後見実務の状況や問題点に関する実証的
な研究はなされていなかった。これに対し、本稿では、個人で受任している成年後見人に対する調
査を行った結果、成年後見人は継続性に関し心配を有しながら職務を行っていることがわかった。
　また、先行研究においては、法人には永続性があることから長期的・継続的な後見に対応するこ
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とができるとされていた。ただし、ここでの永続性は法人自体の永続性を意味している。これに対
し、高齢期の生活の継続性を確保するための支援を行うために、成年後見を行っている法人におい
て、どのような取り組みがなされているのかは明らかにされていなかった。また、法人後見によれ
ば生活の継続性を確保しうるような支援が可能であるのかに関する指摘はなかった。さらに、これ
らの点に関する実証的な研究はなされていなかった。これに対し、本稿では、成年後見を行ってい
る法人において、継続的・長期的業務を確保するための取り組み内容をカテゴリー化した結果、①
複数担当者によるチーム対応、②専門的対応、③記録の完備・引き継ぎ、④連携・ネットワークの
４つが抽出された。①は、従来、法人後見のメリットとして挙げられていたものではある。しかし、
人事異動、人材育成なども含め、複数担当者によるチーム対応を図ろうとする具体的な取り組みは、
高齢期の生活の継続性を確保するための支援の在り方に関して示唆に富む。また、従来は、ノウ・
ハウの蓄積が法人後見のメリットとされていたが、②専門的対応により、法人後見ではノウ・ハウ
の蓄積にとどまらない専門性をもった対応を図っていることがわかった。専門的対応を当然の要素
または前提とする専門職後見人のみならず、法人後見においても同様に、専門的対応が意識されて
いた。先行研究においては、法人後見は継続性が中心的なメリットとされていたものの、それに加
え、継続性を確保するために、職業的、専門的な対応を行っていることが、法人後見のメリットで
あると解することができよう。
⑵　法人後見の果たすべき役割
　成年後見人の確保、いわゆる受け皿の問題は、成年後見制度が施行された時から問題とされていた。
そのため、親族以外の第三者の成年後見人の確保については、家庭裁判所や各専門職の団体において
取り組みがなされてきた。親族外の第三者個人による成年後見人の受任件数および受任割合が増加し
てきたことは、そうした取り組みの結果であると思われる。また、法人後見は、その割合は少ないと
はいえ、受任件数は増加しており、これらも、専門職の団体および社会福祉協議会などの関係団体の
取り組みや、成年後見人を受任するNPO法人の設立および取り組みがなされてきたからであろう。
　ただし、今後の認知症高齢者数の更なる増加に対応しうるだけの成年後見人を確保するのは容易
なことではない。こうした、いわゆるマンパワーの充足の問題に加え、業務上横領などの不正事例
の多発により、成年後見人の質ないしは支援の質をも問われ始めている。成年後見制度は、担い手
の拡大と担い手の質の確保の問題をともに抱えている状況にある。
　他方、成年後見制度と同時に施行された介護保険制度においては、平成17（2005）年改正以降、
地域包括ケアシステムの構築に向けた改正が続けられている。地域包括ケアシステムとは、重度な
要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよ
う、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される体制である38。地域密着型サービ
38	 厚生労働省「地域包括ケアシステム」厚生労働省HP＜ http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
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スが創設された平成17（2005）年改正は、地域包括支援センターの創設とともに、地域包括ケアシ
ステムの確立に向け第一歩を踏み出したとされる39。地域包括ケアシステムは、いわゆるベビーブ
ーム世代が75歳以上となる平成37（2025）年を目標とし、平成23（2011）年の介護保険法改正は、
地域包括ケアシステムの実現を推進するために地域密着型サービスの内容の充実が図られた。また、
介護保険部会は、平成25年12月20日の「介護保険制度の見直しに関する意見」において、「今後増加
する認知症高齢者に適切に対応するためには、医療・介護・生活支援等が包括的に行われるよう体
制整備を図ることが必要となる」としている40。その後、平成26年６月18日、「地域における医療及
び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」が成立した41。同法によ
り、医療法や介護保険法が改正されており、また、同法による改革は、平成37年をめざして進めら
れるものではあるものの、平成30年を一つのターゲットとして政策スケジュールが進められていく
予定とされる42。
　こうした地域包括ケアシステムの確立に向けた制度改正の流れは、たとえ、要介護状態になった
場合であっても、できるだけ住み慣れた地域における生活の継続性を維持しうる状況を実現するた
めのものである。
　介護保険法が、そうした改正を続けるなか、成年後見制度においては、高齢期の生活継続性をど
のように確保するのか、そのための支援体制をどのように作っていくのかといった検討は、必ずし
も十分とはいえないと思われる。こうした支援体制の確立に関しては、各地の社会福祉協議会や成
年後見センター、NPO法人などによる先進的な取り組みはなされているものの、制度としてこうし
た体制作りにどのように関与するのかの検討は十分とはいえない。成年後見制度による支援を受け
る認知症高齢者にとっては、自らの意思決定のあり方、これまでの判断の傾向、および嗜好などに
則した支援が切れ目なく行われることが重要であろう。認知症高齢者は、支援内容が自己の生活に
	 hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/ ＞（2016.11.７参照）。また、地域包括ケア研究会は、地域包括
ケアシステムを「ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安全・安心・健康を確保する
ために、医療や介護のみならず、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービスが日常生活の場（日常生活圏域）
で適切に提供できるような地域での体制」としている。地域包括ケア研究会「地域包括ケア研究会報告書～今後の
検討のための論点整理～（平成21年５月22日）」厚生労働省HP＜ http://www.mhlw.go.jp/houdou/2009/05/dl/
h0522-1.pdf ＞（2016.11.６参照）６頁。
39	 社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見（平成22年11月30日）」厚生労働省HP＜ http://
www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000000xkzsatt/2r9852000000xl19.pdf ＞（2016.11.６参照）４頁。
40	 社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見（平成25年12月20日）」厚生労働省HP＜ http://
www.mhlw.go.jp/file/05Shingikai12601000SeisakutoukatsukanSanjikanshitsuShakaihoshoutantou/0000033066.pdf
（2016.11.６参照）９頁。
41	 改正法に関しては、渡辺由美子「地域包括ケアシステムの構築と医療・介護の一体改革」実践成年後見59号（2015
年）８頁、加藤智章＝菊池馨実＝倉田聡＝前田雅子『社会保障法＜第６版＞』（有斐閣、2015年）285頁、菊池馨実
『社会保障法』（有斐閣、2014年）439頁など。
42	 渡辺・前掲論文註㊶ 14頁。
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合致したものであるかを判断することや、その意思を外部に表明することが困難な状態になること
がある。そのため、認知症高齢者にとって必要な支援が、必要な期間変わらずに提供され続ける状
況、その状況を実現するための支援体制を制度的にも構築することが求められる。そのためには、
支援が突然打ち切られるような状況または支援内容が突然変わるような状況が生じる可能性は極力
廃し、安定的な成年後見制度における支援の提供体制を構築することが重要である。そうすると、
成年後見人の多くが個人によって担われている現状は、認知症高齢者の高齢期の生活継続性を確保
する視点からすれば、必ずしも安定した支援体制であるとはいえないであろう。今後、認知症高齢
者のさらなる増加によって成年後見に対するニーズの拡大が予想されるなか、そうした社会状況に
対応するための成年後見人による支援体制があってこそ、成年後見制度の機能および実効性が確保
されるというべきである。制度の実効性が確保されることは、認知症高齢者に対する意思決定支援
の充実に繋がるものである。
　したがって、成年後見人の確保にくわえ、高齢期の生活継続性を確保するための体制としては、
成年後見人は法人によってなされるべきであり、また、今後、法人によってなされていくべきであ
ると考える。
６．おわりに
　本稿では、成年後見事務の継続性を確保する必要性および法人後見における成年後見事務の継続
性確保のあり方の一端が明らかになった。ただし、専門職後見人に対する調査、法人に対する調査
のいずれにおいても、その調査対象は限定されており、得られた回答数も少ない。そのため、結果
の一般化の可能性が適切に判断出来ていないことが本稿の限界といえよう。成年後見人は、個人で
受任する場合に限定しても、家族・親族、友人、他の法律関連職、福祉関連職、専門職以外の市民
後見人などがある。こうした対象へと調査範囲を拡大し、成年後見事務の継続性の問題の有無およ
びその内容ならびに成年後見事務の継続性確保の必要性をより広く明らかにすることが今後の課題
となる。また、法人後見を行う法人に関しては、本稿が調査対象とした社会福祉協議会は全国市区
町村に存在する。さらに、社会福祉協議会以外の法人（NPO法人や一般社団法人）が成年後見人を
受任しており、そうした法人は増加傾向にある。こうした対象へと調査範囲を拡大し、法人後見に
おける成年後見事務の継続性確保のあり方や課題をより広く明らかにしていく必要があろう。
　今後、高齢化はさらに進展し、認知症高齢者数は増加すると見込まれており、独居高齢者世帯の
増加も予測されている。社会保障審議会介護保険部会における平成16年の見直し意見書においては、
今後わが国は、高齢化が急速に進展する時期にさしかかるだけに、制度の「持続可能性」の視点か
らは、将来を見据えた「思い切った見直し」を早めに行うことが重要となるとされていた43。成年
43	 社会保障審議会介護保険部会・前掲意見書註⑵２頁。
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後見制度は、こうした介護サービスを提供する介護保険制度の基礎となる意思決定を支援する制度
であり、成年後見における支援を提供する体制も同様に、10年後、20年後といった将来を見据えた
思い切った見直しと取り組みを早めに行うことが重要である。サービス体制の整備は、短期間のう
ちになしうる性格のものではない。そのための拠点、人材の養成・確保、ネットワークの整備など
に加え、実際に支援する団体、法人にとって安定的な事業モデルづくりも欠かせないのである44。
既述したように、成年後見制度においては、成年後見人の確保に関し、家庭裁判所および各種の職
能団体などによる取り組みがなされてきている。しかしながら、介護保険法が、サービス体制の整
備に関する上述のような取り組みを進めてきたのに対し、成年後見制度においては、成年後見支援
の提供体制の整備の点で、いささか遅れをとっている感が否めない。
　また、高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会報告書は、認知症高齢者の増加が予想され
ることから、法人後見をはじめとした組織的な支援体制を構築する必要があるとしている45。「高齢
化の進展の速度に比べて国民の意識や社会のシステムの対応は遅れている。早急に対応すべき課題
は多岐にわたるが、残されている時間は極めて少ない」のである（高齢社会対策基本法前文）。20
年、30年後において、その時代や社会状況に即した成年後見支援の体制を構築し、意思決定支援を
通じた高齢期の生活の支援のためのシステムとして、将来のわが国の高齢社会のシステムを安定し
たものにするためには、成年後見による支援の体制構築へ向けた取り組みがさらに活発的になされ
るべきであろう。
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